
はじめに

１９９２年に第１局目が開局して以来１２年の年月

経て，コミュニティFM１）は開局数が２００局を超

えた２）。近年特筆される傾向として，さまざま

な要因から閉局するコミュニティFMが表れた

ことと，非営利特定活動法人（以下NPO）が運

営するコミュニティFMが登場したことがあげ

られるだろう。前者は，主に経営的な問題が閉

局の理由と推測される。コミュニティFM制度

化以降常に経営の苦しさ，赤字局の多さが指摘

されてはいたが，実際に複数の閉局が行われた

のは１０年目以降になって初めてのことであっ

た３）。一方，後者の形式は開局数を増やしてい

る。２００３年３月に京都三条ラジオカフェが

NPOとして初めて免許を受けた放送局として

開局して以降，２００７年１月現在で全国に７局が

開局している４）。NPOが運営するコミュニティ

FMは全国で開局が準備あるいは模索されてい

て，地域放送メディアを巡る新しい期待や眼差

しを生み出している。

本論では，このようなNPOコミュニティFM

の誕生以降に生み出された新しい期待や眼差し

を検証し，なぜそのような期待や眼差しが生み

出されたのかを考察する。そして，コミュニテ

ィFMを巡る研究視点の再整理を行いたいと考

えている。なぜならば，コミュニティFMは本
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本論の目的は，近年のコミュニティFMを巡る研究視点の再整理を行うことにある。コミュニティ
FMに関する最近の特徴として，閉局する局の登場とNPO運営局の登場がある。特に後者は，地域放
送メディアを巡る新しい期待や眼差しを生み出している。その結果，ある一定の市民参加形式を実現
する場としての議論と，異なる地域に存在する個別のメディアとしての議論という，位相の異なった
研究視点を元にした議論が同時に入り交じった状態で行われている。これらの研究視点はそれぞれ重
要な論点を持ちながらも，制度と理念，運営形態と市民参加，コミュニティ・メディアと社会的使命
などの問題が未整理であるが故に，生産的な議論を生み出していない。本論を進めるにあたって，こ
れまでの研究視点を確認し，NPOコミュニティFMを巡る論点を整理し，なぜ位相の異なる論点をも
つ議論という状態が生み出されてしまったのかを検証する。そして，より生産的で発展的な議論へと
進むための一助となることを目指す。
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来制度上の理念としても運営組織の形態から

も，地域単位の異なる需要や経済基盤を前提に

成立するはずである。２００局のコミュニティ

FMがあれば，２００種類の特色を持つ放送局が

存在するはずなのである。コミュニティFMに

求められている「市民参加」の形式に関して

も，各局の特色の中で位置づけられるべきであ

る。しかしながら，NPOコミュニティFMが誕

生して以降，ある一定の市民参加の形式を中心

に議論が進んでいるように感じられるからであ

る。

また，「コミュニティ」という言葉が持つ意

味や期待に対して，１つの形，１つの理想，１

つの理念が求められているようにも感じるから

でもある。それは，非営利の放送局が行う放送

のあり方や行うべき社会貢献の内容，人々の関

わり方など，「コミュニティ」「放送」「非営利」

の３者が結びついた結果であろう。非営利の

NPO形式放送事業者がこれまでなかったのは，

日本の放送政策が暗黙の内に持っていた方向性

でありポリシーであった。戦後に民間放送が初

めて開局して以降，放送事業は営利を目的とし

た経営形態だけが認められてきた。放送事業を

規定する電波法には，事業者としての免許をう

けるための主な不適格要件として「外国籍」

「個人」のみがあげられている５）。今回，NPO

放送事業者がこの時期に登場した理由は定かで

はないが，NPOが受け持つ社会的な役割やコ

ミュニティFMが受け持つ社会貢献的な位置づ

けを設定したからだと推測できる。

このように，制度と理念，運営形態と市民参

加，コミュニティ・メディアと社会的使命な

ど，コミュニティFMを巡る議論は未整理のま

ま盛んに行われている現状をふまえた上で論を

進めていきたい。特に，新しい論点として登場

しているNPOとコミュニティFMを巡る議論

に注目したい。その際，NPOあるいはNPOが

事業主体となっているコミュニティFMの運営

や放送形態を批判するのではなく，NPOコミ

ュニティ放送を語る際の問いの立て方，眼差し

を問題とし，批判する必要があるだろう。例え

ば，非営利のNPOコミュニティFMが，市民参

加を担保する唯一絶対的な要件でない。ではな

ぜ，市民参加を実現するための方法として，事

業形態をNPO化することが期待されるのだろ

うか。NPOへの眼差しとコミュニティFMへ

の期待がどのレベルで一体化し，NPOコミュ

ニティFMという理想へと昇華していくのだろ

うか。

このような問題意識の元に，コミュニティ

FMを巡る研究視点の再整理を以下に行ってい

く。

１．NPOとコミュニティ FMを巡る論点の再

整理

非営利の活動を行う法人格であるNPOは，

社会的な貢献を使命とする非営利活動団体であ

る。「特定非営利活動促進法」６）いわゆるNPO

法で指定された１７の特定分野７）に関して，営利

を目的としない活動を行う団体に法人格を与え

るものである。この場合の「非営利」とは，活

動に対して報酬を得ない，利益を出さないとい

うことではなく，収益・利益の配分を行わない

ことを指す。活動によって得た収益・利益は，

自らの活動に再投資して使命の達成を図る必要

がある。

NPO活動におけるもっとも重要な目的は，

社会的な貢献にある。それを達成する方法には

ボランティア活動や地域の支援活動などさまざ
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まな種類がある。では，コミュニティFMとい

う放送活動によって達成される社会貢献にはど

のようなものがあるのだろうか。あるいは，

NPOという非営利活動と放送事業が結びつい

たときにもたれる眼差しとはなんであろうか。

ここでは，NPOとコミュニティFMを巡る論点

の再整理を行ってみたい。

コミュニティFMは１９９１年末に制度化され，

翌９２年１２月に北海道函館市において第１号であ

る「エフエム いるか」が開局した。市区町村

を対象とする地域密着型FM放送である。市区

町村内の一部の地域において地域に密着した情

報を提供し，対象地域の要請・需要に応えるた

めの放送を行うことを使命としている。先述の

ように，制度化以降１０年ほどは株式会社方式の

営利企業が大半を占めていたが，非営利方式の

局も増えつつある。地域社会の需要に応え，地

域活性化に寄与することを目的とするコミュニ

ティFMと，社会に貢献することを目的とする

NPOに共通するキーワードには，どのような

ものが考えられるだろうか。例えば，「市民」，

「市民参加」，「ボランティア」，「メインストリ

ームに対するオルタナティブ」，「使命（ミッシ

ョン）」，「社会（地域）貢献」などがある。

コミュニティFMを巡るこれまで議論には，

災害，地域活性化，市民参加，地域作りなどの

キーワードが見える。いずれも，日常あるいは

災害時に地域に密着した情報を伝達するメディ

アとしての位置づけと，それが地域の活性化に

どのような効果をもたらすかが論点であっ

た８）。その一方で，初期の頃から市民参加型の

メディアである点に注目し，従来のマス・メデ

ィアとは異なるコンテンツ制作への参加や，そ

れがもたらす新しい市民発信の可能性を主な論

点とする議論もあった９）。特に重要視されるの

は市民が放送メディアを利用して直接発信する

形式であり，日本においてそれを実現できる可

能性が高いメディアとしてコミュニティFMが

扱われている。このように，「地域の情報を伝

えるメディア」と「市民が発信するメディア」

という２つの主要な論点は，コミュニティFM

という１つの放送メディアに対して同時にもた

れている。コミュニティFMは，放送政策上は

地域に密着した情報を提供することを第一の目

的としており，期待されている。地域において

も，地元の話題を中心とした既存のFMラジオ

局にはない新鮮な番組内容への期待と同時に，

一部のコミュニティ FMに対しては，東京の

FMラジオの再送信メディアとしての期待があ

る１０）。同時に，市民ベースのオルタナティブ・

メディアとしての期待とそれらへの眼差しがあ

る。特に，NPO運営の放送局が開局して以降，

その傾向が強くなっている。

２．NPOコミュニティFMへの期待と眼差し

筆者は，NPO運営のコミュニティFMが計画

されている段階で，営利と非営利はコミュニテ

ィFMの存立要件として何をもたらすのかにつ

いて分析した。その中で，コミュニティFMの

存立にかかる要件を「地域メディア性」「設立・

運営」「発信の場」の３つの視点で考察し，いず

れにおいてもコミュニティFMの存立において

非営利は特別な意味を持たないと結論した。た

だし，「発信の場」を実現するための要素を備

えている点においては，非営利であることは大

きな可能性を持つと指摘した１１）。

計画段階から数局が開局した状態になった現

在でも，その基本的な考えに変わりはない。し

かし，非営利であることと同時に，「発信の場」
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としてのコミュニティFMへの期待と眼差しは

以前にもまして増えている。それは，非営利活

動が目指す社会貢献と市民参加の親和性であ

り，市民参加の具体的な形として市民が制作す

る形式が多様な人びとの意見を発信できる場と

して機能するからである。また，民主的な社会

を作り出すという意味において，結果的に社会

貢献へとつながるからである。そして，放送事

業と社会貢献を結ぶ具体的な形として，非営利

事業がふさわしいからである。

もう少し具体的に述べよう。このような放送

と社会貢献に対する期待と眼差しの背景には，

電波の公共性議論とNPOの関係が見える。こ

の場合の公共性とは，特定の人びとではなく誰

もが利用できる状態という解釈である。日本の

放送政策の基本は，「政府之を管掌す」という

電波規制の考え方にある１２）。電波を利用するラ

ジオ誕生以来，現在に至るまで一貫して変わっ

てはいない。したがって，放送の自由を実現さ

せるための運営形態と具体的なメディアとし

て，NPOとコミュニティFMの親和性が生み出

される。この際のNPOは社会貢献を行う法人

よりも，公共の電波を利用したいさまざまな市

民が集結する団体として位置づけられている。

また，NPOとコミュニティFMとの親和性の点

では，コミュニティFMは市民の電波利用を実

現できる唯一合法的な制度であり，経費面での

ハードルが他の放送事業と比べると格段に低

い。また，地域に密着した運営・放送を行うと

いう理念面で，地域の人々が参加するという意

味での市民参加とは親和性が高いのである。

この期待と眼差しを持った論点は，次第に非

営利とコミュニティ FMとの親和性だけでな

く，コミュニティFMという小規模な放送メデ

ィアが果たすべき重要な役割との親和性へと拡

大している。なぜなら，市民参加を中心とした

社会貢献は，「コミュニティ」という名を冠す

る放送メディアにはふさわしい理念なのであ

る。そもそもコミュニティFMの「コミュニテ

ィ」には，地理的な「地域」の意味合いが強い。

制度上求められていたのは，地理的な範域を基

礎とした地域社会であると考えられる。その理

由としては，行政単位を放送免許の基本単位と

してきた日本の放送政策に当てはまる上に，特

定の思想や宗教，人種やさまざまな社会的マイ

ノリティに対する放送免許交付は一切行われて

いないからである。

一方，日本以外の国々で利用されている，コ

ミュニティ・メディアやコミュニティ・ラジオ

の場合，逆に地理的な一定範囲は意味をもた

ず，心理的な繋がりが重視される。規制や圧力

に屈することなく，自由に発信できることこそ

がもっとも重要なポイントなのである。これら

の地理的，心理的繋がりを基礎とした「コミュ

ニティ」を共有する人びとが，放送メディアを

利用することはさほど難しくはない。その中で

も送受信共に低コストで手軽なラジオは，自由

に発信できる手軽なメディアである１３）。この点

において，社会貢献を目指す日本のNPOとコ

ミュニティFMは重なりをもち，「発信の場」と

してのコミュニティFM全体への期待が生まれ

るのである

３．市民参加への期待と眼差し

上記のように，「コミュニティ」が持つ２重

の意味が，コミュニティFM全体への２重の期

待と眼差しを生み出している。特に，市民参加

への期待と眼差しは，発信することが重要な意

味を持つことを前提として議論が活発化してい
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る。そもそも，市民参加という言葉は，何を意

味し，何を期待されているのだろうか？あるい

は，市民参加の「市民」とは誰で，なぜ彼らな

のだろうか？「参加」とはどのような行動を指

すのだろうか？これらの問題はほとんど議論さ

れることなく，それぞれが持つ自明の前提が重

要な意味をもって議論が進んでいる。ここで

は，コミュニティFMにとっての市民参加をめ

ぐる議論を整理したい。

コミュニティFMのさまざまな場面に参加す

る市民は多様であり，市民参加の形もまたいろ

いろな形がある。

例えば，こんな人たちが

１．誰でも（一般市民）。

２．地域の構成員全般（地域市民）。

３．電波を利用する意欲があるが，手段を持

たない人びと（主体的市民）。

例えば，こんな参加行動をする。

１．放送を聴く（リスナーになる）。

２．番組を作る（発信者になる）。

３．支援をする（サポーターになる）。

コミュニティFMを巡る上記のような市民の

参加行動は，営利・非営利という事業形態とは

無関係である。実際に市民参加の形はさまざま

であるし，特定の参加形態だけが求められてい

るわけではない。どのような参加行動を求める

かは，コミュニティFM側の運営ポリシーにも

関わってくる１４）。しかし，非営利を中心とする

議論のなかで暗黙の前提としている「市民」と

は，放送メディアで発信する力を持たない人び

とを中心としている。言い換えれば，公共の電

波利用と利用する主体としての「市民」がまさ

に重なり合う場への眼差しと，それを具現化す

る対象としての期待が，市民が番組を制作する

という参加形態として表れているのである。市

民参加における「市民制作番組」が持つ意味は

この点にある。だからこそ，これまで述べてき

たように，だれもが発信可能な公共性を実現さ

せる社会貢献を担うNPOとコミュニティFM

は，「発信する場」としての親和性を持ち，強く

期待されるのである。

例えば，日本で最初にNPOとして放送免許

を受けた「京都三条ラジオカフェ（以下ラジオ

カフェ）」の場合，NPOとして実践すべき社会

貢献は市民制作の番組を放送する場を提供する

ことにある。ラジオカフェでは，「市民のため

の開かれた放送局を目指す」というコンセプト

の元に，３分単位での放送枠販売を行ってい

る。対価を払うことで，原則として誰もが発信

者となることが可能となるのである１５）。ラジカ

フェの番組表を見ると分かるが，３分単位でさ

まざまな内容の番組が並んでいる。このような

番組編制は他の放送メディアでは見られないも

ので，市民制作の番組を中心とするラジオカフ

ェの考え方を具現化していると言えよう。

一方，多くの営利形式のコミュニティ FM

で，日常的に市民制作番組を必要としているこ

とも事実である。その主な理由としては，以下

の４点が考えられる。

１．事業の運営面での資金不足。

２．日々の番組制作面で人手不足。

３．地域に密着した放送局を担保するため。

４．コミュニティFMであることを担保する

ため。

しかしながら，上記の理由は，コミュニティ

FMにとっての市民参加形態を限定することに

はならない。さまざまな形で「参加」してもら
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うことが，第一に重要かつ必要なのである。そ

の一方で，市民制作番組は，規模が大きくエリ

アの広い他の放送メディアとは異なる存在であ

ることを示す証しでもある。繰り返すが，コミ

ュニティFMにとって，市民制作番組が市民参

加の重要な形であるというこれらの理由は，営

利・非営利という事業形態の違いとは無関係で

ある。営利事業であっても，電波・放送は市民

のものであると言うことは実践されている。

例えば，「三角山放送局（札幌市西区）」の場

合，事業形態は株式会社形式（営利事業）であ

るが，放送局として実践すべきことは「放送局

は市民のためにある」ことと捉えている。三角

山放送局は１９９８（平成１０）年４月１日に開局し

た。社員は数人で，同放送局によれば本論執筆

時点で約１２０人のボランティアがほとんどの番

組を制作している。「放送局は市民のためにあ

る」という理想を実現させるために設立された

三角山放送局は，上記の点から実質的には市民

ラジオ局と言えるであろう。ラジオカフェと違

い，三角山放送局の場合は市民が番組制作する

際に代金を支払う必要がない。番組のスポンサ

ーは社員が営業を行って獲得し，市民は番組制

作に徹している。このように，三角山放送局は

営利形式でありながら多くの人びとに対して，

放送する側としての参加を実現させている。放

送とはいったい誰のものなのかに対する答え

を，放送する側への市民参加という形で営利事

業者が具現化した一例である。

市民参加あるいは市民参加番組を中心とする

ことがNPOコミュニティFMの主要で重要な

要件であること，あるいは非営利であることが

市民参加の実現には重要であるという議論に対

して，三角山放送局の事例はどのように解釈す

るべきだろうか？営利と非営利という問の立て

方では見つけることができない，地域の放送メ

ディアを巡る重要な問題点が見えるのではない

だろうか。

４．営利・非営利を超えたコミュニティFMを

巡る議論に向けて

これまで述べてきたように，２００３年に非営利

のNPOコミュニティFMが誕生して以降，そ

の存在が作る新しい可能性や市民を中心とした

発信型メディアへの期待が大きく議論されてい

る。しかし，その議論は非営利であることの重

要性が先行し，「コミュニティ」を冠した放送

メディアへの一定の眼差しとして作り上げられ

ている。コミュニティFMという地域に密着し

た放送メディアのあるべき姿とは異なった次元

で，市民参加や市民発信の場としての議論が進

んでいる。本論の目的は，コミュニティFMと

いう小規模な放送メディアを巡る異なった議論

を再整理し，より発展的な議論へと進む一助と

なることであった。

議論を大きく分けている営利・非営利という

違いが生み出すものは何か？それは，少なくと

もコミュニティFMへの市民参加の形態を規定

するものではないことが，ラジオカフェと三角

山放送局という２つのコミュニティFMの事例

から分かるだろう。互いに目指すところは同じ

で，事業形態や方法が異なっているに過ぎな

い。目的を達成するための必要不可欠な条件と

して非営利があるわけではなく，あるいは非営

利であることが重要な要件とはなり得ないので

ある。もちろん，非営利であることの意味や重

要性は存在するであろう。しかし，無前提にコ

ミュニティ FMへの期待へと結びつけてしま

い，眼差しに取り入れてしまうことには異論が
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ある。なぜなら，日本の放送制度の上に成り立

っているコミュニティFMを議論しているので

あり，２００局を超えるコミュニティFM全体に

１つの期待と眼差しを向けてしまうことは，地

域単位で独立し成立しているコミュニティFM

の多様性を否定することになりかねないからで

ある。その多様性の１つに事業形態の違いがあ

り，市民参加の形の違いが存在するのである。

コミュニティFMは第一義に地域のメディア

であり，地域との関係性を作り出す方法の１つ

に市民制作番組の可能性があるに過ぎない。市

民参加は，コミュニティ FMにとって言わば

「命」であり，全ての局が必要かつ実践してい

る。その方法はコミュニティFMと市民が互い

に最も望む形で行われている。リスナーという

形での市民参加がまず求められるのであり，番

組を作るという形が必ずしも望ましい形ではな

いのである。市民が求めているコミュニティ

FMは，自分たちの生活する場にコミュニティ

FMが存在していること自体にあるのではない

だろうか。そのコミュニティFMが市民参加を

どのような形で提供しているかを知り，その形

に合わせて参加していくのである。仮に，市民

が番組制作という形での参加を望み，コミュニ

ティFM側がそれを提供していなかった場合は

どうだろうか。恐らく，残念ではあるがそれ以

上はそのコミュニティFMには求めないであろ

う。むしろ，市民制作を中心としたコミュニテ

ィFMを別に作り上げる動きへと進める可能性

があることが重要なのではないだろうか。そこ

に，NPOという非営利性や社会貢献というキ

ーワードが生きてくるように感じる。

社会貢献活動としてのNPOが，コミュニテ

ィFMを通じて行うことと行うべき事とは何で

あろうか？市民のメディアとはいったいなんだ

ろうか？これらの問題を単純な公共電波の利用

論に収斂させてしまうことではなく，地域社会

との連携と還元の問題を組み込んで議論する必

要があると考える。また，コミュニティFMと

いう１つの放送メディアを巡る位相の異なる複

数の議論が，ごちゃまぜの状態で行われてい

る。議論の前提と論点を整理し，より焦点を絞

った議論を行う必要がある。

さらに，NPOという存在に全てを託し実践

していくことで置き去りにされる問題とは何だ

ろうか？それは，NPOが事業主体として免許

を受けるかどうかが問題なのではない。NPO

が事業主体として放送免許を受けることがなぜ

困難だったのか。あるいは免許を受けなければ

実現しないことが存在することそのものを問題

とするべきではないだろうか。

NPOとコミュニティFMを巡る議論におけ

る問いの立て方をいまいちど見直し，より建設

的な議論が行われ，その結果各地に多様な放送

メディアがさらに増えていくことを切に希望し

ている。

注
１） 制度上の正式名称は「コミュニティ放送」で

あるが，本論では一般的な呼称である「コミュ
ニティFM」を使用する。

２） 有限責任中間法人「日本コミュニティ放送協
会」ホームページによれば，２００６年１２月２０日現
在の運営局数は２０１局となっている。

３） 前掲ホームページによれば，閉局数は５局と
なっている。閉局の内訳は，以下の通り。年数
は閉局年。エフエムこんぴら（香川県琴平町
１９９８年），高松シティエフエムエフ（香川県高
松市 ２００５年），沖縄市FMコミュニティ放送
（沖縄県沖縄市 ２００５年），エムたまな（熊本県
玉名市 ２００６年），宮崎シティエフエム（宮崎
県宮崎市 ２００６年）
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４） 内訳は，以下の通り。年数は，開局年。京都
三条ラジオカフェ（京都市中京区 ２００３年），
ひがしむらやまエフエム（東京都東村山市
２００４年），カシオペア市民情報ネットワーク
（岩手県二戸市 ２００６年），かのやコミュニティ
放送（鹿児島県鹿屋市 ２００６年），きもつきコ
ミュニティ放送（鹿児島県肝属郡肝付町 ２００６
年），八ヶ岳コミュニティ放送（山梨県北杜市
２００６年），志布志コミュニティ放送（鹿児島県
志布志市 ２００６年）

５） 放送法第５条および第６条２項を参照。
６） １９９８（平成１０）年１２月１日に施行され，第１

条の目的には「第一条 この法律は，特定非営
利活動を行う団体に法人格を付与すること等に
より，ボランティア活動をはじめとする市民が
行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活
動の健全な発展を促進し，もって公益の増進に
寄与することを目的とする。」と書かれている。

７） 特定活動分野は以下の通り，保健・医療又は
福祉の増進，社会教育の推進，まちづくりの推
進，振興，環境の保全，災害救援，地域安全，
人権の擁護又は平和の推進，国際協力，男女共
同参画社会の形成の促進，子どもの健全育成，
情報化社会の発展，科学技術の振興，経済活動
の活性化，職業能力の開発又は雇用機会の拡
充，消費者の保護，前各号に掲げる活動を行う
団体の運営又は活動に関する連絡，助言又は援助。

８） 例えば，船津衛著（１９９９）「地域メディアとし
てのコミュニティFMの形成」船津衛編著『地
域情報と社会心理』北樹出版や坂田謙司
（２００１）「コミュニティFMのコミュニティとは
何か」『現代社会研究１』京都女子大学など。

９） 例えば，日比野純一（２００２）「多民族社会を拓
くコミュニティ放送『FMわいわい』」津田正
夫，平塚千尋編『パブリック・アクセスを学ぶ
人のために』世界思想社や松浦さとこ（２００６）
「非営利の情報回路としてのパブリック・アク
セス」津田正夫，平塚千尋編『新版パブリッ
ク・アクセスを学ぶ人のために』世界思想社など。

１０） J-WAVEは，各地のコミュニティFMで再送
信されている。その背景には，スタッフが少な
く自社制作ですべての時間帯を埋めることがで

きないことと，「東京」の情報を直接受信でき
るという需要もある。

１１） 坂田謙司（２００３）「コミュニティ放送局の存
立要件─営利（FPO）と非営利（NPO）の違い
は何を生み出すのか─」『現代社会研究 ４・
５』京都女子大学

１２） １９１５（大正４）年４月制定，同年１１月施行の
「無線電信法」第１条では「無線電信及無線電
話ハ政府之ヲ管掌ス」と規定している。

１３） 例えば，世界規模の非営利コミュニティ放送
ネットワークとして，AMARC（世界コミュニ
ティ・ラジオ放送連盟，http://www.amarc.
org/）がある。世界１１０カ国から放送事業者，
個人団体などさまざまな形式でコミュニティ・
ラジオ実践者が参加している。詳しくは，社会
文化学会第９回全国大会課題研究報告「市民メ
ディアの可能性と問題点」松浦哲朗報告を参照。

１４） 例えば，明確に市民制作の番組を運営ポリシ
ーとして持たない局として，「エフエム キタ
（大阪市北区）」「エフエム JAGA（北海道帯広
市）」などがある。

１５） 完全に自由に番組制作ができるのではなく，
番組企画を事前に提出したうえで内容の確認を
うける必要がある。
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